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調査の背景及び目的

報告書サマリ

⚫ 地域的なイニシアチブ、インドにおけるニーズ・課題、日本の貿易デジタル化の取組や施策等の背景

を踏まえ、インドにおける貿易デジタル化に向けたマスタープランの策定のための調査を実施する。

マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
策
定
の
背
景

インド太平洋経済枠組み（IPEF）や自由で開か

れたインド太平洋（FOIP）においてデジタル貿

易及び貿易円滑化を推進しており、インドはそ

の中心的存在。

地域的なイニシアチブ

税関手続が煩雑であり、非効率な紙媒体での貿

易手続が残存。国内の貿易プラットフォームの

動きはあるが海外接続は途上、クロスボーダー

における一気通貫の貿易デジタル化が急務。

インドにおけるニーズ・課題

経済産業省が中心となって、貿易データの連携

を推進しており、ASEANの後続として南西ア

ジア地域における貿易手続デジタル化に向けた

事例創出への取組に注力。

日本の取組

インド及び、日印間の貿易デジタル化を通じた貿易円滑化・サプ

ライチェーン強靭化に向けた戦略策定並びに政策提言

マスタープランの骨子と調査目的

対象事業領域：貿易・物流セクター

✓ 政府（関係省庁、税関）だけでなく、メーカーや商社等荷主企業、船会社、
フォワーダー、貿易金融を行う銀行、貨物保険の保険会社、貿易プラット
フォームに関わるITベンダ等多岐に渡るステークホルダーが関与する事
業領域であり、マニュアルとなっている貿易手続をデジタル化することは
日印双方で公益性が高い領域である。

✓ 日印間の貿易円滑化及び接続性向上を推進することで、インド以外の南
西アジア地域への将来的な波及性が期待される。

事業内容：貿易プラットフォームによる日印間の貿易デジタル化

✓ 日本のブロックチェーンを活用した貿易プラットフォームの導入や現地の
事業者との連携可能性を検討する。本件は技術面で日本の高度技術海外
展開に資する取組である。

図1.マスタープラン策定の背景と概要

出所）三菱総合研究所作成
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インドの貿易デジタル化の現状の評価と将来予測

報告書サマリ

⚫ インドでは国家の発展に向けて、自国の製造業を強化しているが、さらなる成長において国際貿易

の拡大を重点としている。昨今の関税障壁やサプライチェーンの不透明性の観点で、貿易の多角化

の進展と輸出拡大に向けた規制、施策、デジタル化に注力することが予測される。

産業効率化と輸出拡大に向けた施策に注力

FTP2023やMake in Indiaにおける目標額を達成

する上で、インド商工省が貿易デジタル化を推進。

BharatTradeNETのイニシアチブを推進

貿易の多角化が進展: 内需中心での成長に加え、イ

ンドからの輸出を含めた第三国市場への展開の重要性

が高まる見込み。

2

インド貿易政策（FTP 2023）では、2030年ま

でに輸出額を2兆米ドルにすることを目標。貿易

手続のデジタル化を推進するイニシアチブである

BharatTradeNETを立ち上げ。

1
インド商工省ではG20において、貿易文書のデ

ジタル化を推進し、FTAの締結など輸出先の多

角化。

図2.現状評価と将来予測①

出所）三菱総合研究所作成

3
インドでは、法規制等による貿易非関税障壁の影

響が存在。国外からの輸入に規制をかけ、国内産

業を後押しするような法規制が存在。

4
インドは日本からの輸出入額とも増加傾向であ

るが、日本の輸出入額がインドの輸出入額に占め

る割合は限定的。通関プロセスの効率化など改

善余地あり。

輸出拡大を支える規制環境：自国での製造を中心

として、第三国に輸出する流れの中で、それを支える規

制環境は継続する見込み。

日印の貿易量の拡大とデジタル化の進展:日印の

輸出入拡大に向けて貿易手続の円滑化、デジタル化の

重要性は高まる見込み。
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課題サマリ

報告書サマリ

⚫ デスクトップ調査ならびにヒアリング調査において、貿易関連システムを一元化し、異なるステーク

ホルダーが参加できるプラットフォームを構築することが真に必要であるという示唆が得られた。

# 項目 課題 示唆

1 規制
• HS Code採番等の通関手続の運用が税関職員に属人的
• BIS手続等、不透明・複雑な法制度施行・運用が多く、急な運用変

更が起きる

✓ 貿易における諸手続に関し、システム化を通
じて政府職員の運用手続を標準化を行う必
要がある

2 手続

• 貿易関係の手続が多く、多くが手作業
• ステークホルダー間のコミュニケーションは合理化も標準化もさ

れておらず、基本的にメールベースで行われる
• 運用実態上、税関等で紙文書の提出が求められる場面が多い

✓ 現状メールベースで実施されているコミュ
ニケーション手続について、異なるステーク
ホルダーが一堂に会して情報連携できるシ
ステムを構築する必要がある

3 システム

• ICEGATEが頻繁に停止し、輸入手続が滞る
• ICEGATE以外にも、民間事業者側が複数のシステムに同一の情

報を手入力する必要がある（現状は部分最適化）
• インド政府や事業者側がデータ共有に消極的な体質
• 既存の他分野のPFでは、集めたデータを有効活用できていない

✓ 現状、部分最適化されている貿易関連シス
テムやプラットフォームを一元化する必要が
ある

✓ 政府システムで連携されるデータを有効活
用できる、利便性の高いデータ連携方式を
採用する必要がある

4 その他 • 港湾施設や陸運インフラの整備不良により輸送品質が低下

✓ インド政府の輸出戦略（２０２３）に示されて
いる目標（2兆米ドル）を達成する上で、イン
フラ整備と並行し、システム化による貿易の
効率化が必要

出所）三菱総合研究所作成

表1.課題サマリ
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目標設定
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データ標準化
キャパシティ・ビ

ルディング

⚫ 「①デジタル貿易プラットフォームを構築」し、効果を最大限に発揮するべく「②データ標準化、キャ

パシティ・ビルディング」、「③広範なステークホルダーの巻き込み」の3点を目標とする。

⚫ 日印間の貿易手続のデジタル化のコスト削減効果は5年間で3,479百万USD（約530億円）で、

サプライチェーン強靭化、ESGへの貢献、金融包摂及び南西アジア全体へも波及効果が期待される。

デジタル貿易プ
ラットフォームの

構築と連携

広範なステークホ
ルダーの巻き込み

デジタル貿易プラットフォームを構築し、
手続窓口の一元化と
情報連携の効率化を図り、貿易業界の全
体最適を実現

インド政府以外にも、貿易に関係する各業
界のステークホルダーを巻き込み、コン
ソーシアム形態で検討を行う

1

2

3

デジタル貿易プラットフォームの効果を高
めるための書類の電子化、データの標準化、
ユーザーへのキャパシティ・ビルディング
を行う

図3.目標設定

2030年までに２兆

USDの貿易拡大を支

えるため、日印の貿

易の拡大並びに、貿

易手続のデジタル化

を実現する

出所）三菱総合研究所作成
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マスタープランの背景と位置付け

報告書サマリ

⚫ インドのForeign Trade Policy（２０２３)において、2030年までにインド全体の輸出（財・

サービス）を2023年比3倍の２兆USDにする目標を定めている。輸出の拡大に向けて貿易手続

のデジタル化、書類の電子化を推進するイニシアチブとしてBTN構想を商工省が中心となって立

ち上げ。本イニシアチブへ連動する形で日印の貿易デジタル化のマスタープランを定義する。

FTP2023

及び

Bharat 

TradeNET

の実現

インド国貿易デジタル化に向
けたマスタープラン

官民連携の推進

貿易プラットフォームの構築と連携

デジタル化と標準化

（貿易書類の電子化を含む）

ユーザー獲得（キャパシティ・ビルディ

ング、インセンティブプラン）

関連

政策

日本-インドの貿易円滑化やサプライチェーン強

靭化による政策目的の達成

目的

実現
手段

貿易取引にかかるコストや時間の削減、中小企業

等の貿易参画の推進、手続可視化による強靭性確

保

成果

貿易プラットフォー

ムの整備（及び相

互接続）

貿易書類の電子

化・データ項目の

標準化

システム利用者の拡大（導入

コスト低減、利便性拡大）

図4.全体像

出所）三菱総合研究所作成
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実行アクション

報告書サマリ

⚫ 今後貿易デジタル化を推進するためには官民連携、貿易プラットフォームの構築と連携、デジタル

化と標準化、ユーザー獲得の4つのアクションを実施する必要がある。

出所）三菱総合研究所作成

1. 官民連携 1) 官民連携
DGFT、業界団

体

国内で官民が連携して取り組むスキーム（業界横断型の検討コンソー

シアム等）を作り、組織化する。

2. 貿易プラット

フォームの構

築と連携

1）貿易データ連携事例

の創出
インド民間企業

日印間での民間事業者との連携を通じて貿易データ連携におけるビ

ジネスモデルの検討、技術検証等実例を作り、イニシアチブを加速。

2)統合的な貿易プラッ

トフォームの連携

DGFT（Bharat 

TradeNET)

貿易プラットフォームの統合的な連携に向けて、接続と運用に向けた

検討（規制、技術、ビジネスモデル、人材育成）を行う。

3．デジタル化と

標準化

1) デジタル化関連施策

の実施

DGFT、インド政

府他省庁

電子署名、電子インボイス、デジタルID等の基盤となる国内の書類

の電子化の施策を推進し、貿易手続への適応やデータ流通を意識し

た個人情報保護等の規制の調和を検討。

2) 標準化の推進
DGFT、業界団

体

MLETR等国内法の改正が必要な書類については、国内法やガイド

ラインの改正を行う。UN/CEFACTやICCの取組と連携。

4. ユーザー獲得

1) 貿易デジタル化の

認知向上

DGFT、商工省、

業界団体

貿易関連のステークホルダーの組織や企業関係者を対象としたキャ

パシティ・ビルディング。重点的にキャパシティ・ビルディングプログ

ラムを実施する。

2) 貿易デジタル化の

ためのインセンティブ
インド商工省

貿易プラットフォームの導入における中小企業に対する税制の優遇

措置や補助金施策を実施する。

図5.実行アクション
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アクションプラン

報告書サマリ

⚫ BTNの構築期間において短期的な施策を実行し、2030年までに統合的な貿易プラットフォーム

の連携を検討する。

2025～2027（短期）

BｈaratTradeNET(BTN)の構築

2-(1)貿易データ連携事例の創出

2-(2)統合的な貿易プラットフォームの連携

3-(1)デジタル化関連施策の実行

3-(2)標準化の推進

4-(1)貿易デジタル化の認知向上

1-(１)官民連携

2028～2030（中期）

4-(2)貿易デジタル化のためのインセンティブ
（税制優遇措置や補助金）

日本の施策

インドの施策

両国の施策

凡例

図6.アクションプラン

出所）三菱総合研究所作成
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⚫ インド政府が主導するBharat TradeNET(BTN）構想は、関係業界に広く認知。インド国内では

貿易デジタル化に向けた機運が高まっており、将来的な接続を見据える本MPはインド側の政策を

推進することに必要である。貿易プラットフォーム連携と構築におけるフォローアッププランは下

図の通り。

フォローアッププラン

報告書サマリ

図7.フォローアッププラン

統合的な貿易PF
連携に向けたイン
ド政府の検討推進

• Bharat TradeNETは輸出入企業、業
界団体、関連政府機関ともに重要な取り
組みと認識しているが、当初の計画から
進捗が遅れている。

• 業界団体からも検討を加速化させるべ
きという声があがっている状況であり、
推進に向けたフォローが必要。

貿易データ連携事
例の創出に向けた

検討

2

• 貿易データ連携事例として、民間の
貿易PF連携、貿易PFと連携の輸出
入者ファイナンス、インド・アフリカの
貿易手続デジタル化などの事例を短
期的なアクションとする。

• 上記の取組を通じて、日本とインドの
貿易データ連携事例を創出。

• インド側だけで検討が進まない
ようにステークホルダーとして
日本が関与することが必要。

• 日印で協力して進める場合に
は、CEPAや日印産業共創イニ
シアチブなどの枠組みに沿って、
DGFTや関連省庁の部局との
対話を行うことが必要。

• インドの民間企業とはビジネス
モデルや接続の技術的な面で
議論を続けることが必要。

• 日印での貿易PFを活用した貿
易データ連携事例を計画、実証
を進め、その成果を業界団体を
通じて広く周知。

1

出所）現地ヒアリングより、三菱総合研究所作成


	スライド 1: 報告書サマリ
	スライド 2: 報告書サマリ
	スライド 3: 報告書サマリ
	スライド 4: 報告書サマリ
	スライド 5: 報告書サマリ
	スライド 6: 報告書サマリ
	スライド 7: 報告書サマリ
	スライド 8: 報告書サマリ
	スライド 9: 報告書サマリ

